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肥満は生活習慣病の原因として重要であり，生命予後を含めた健康の悪化要因とされる。こ
の肥満および体重変化が10年後の健康に及ぼす影響を，職域の定期健診結果と５年間の終末期
を除く医療費を指標として検討した。
対象は1992年度に定期健康診断を受けた40～59歳の男性で，2004年度末にも健在で健保に加

入していた6,867名と，この間に死亡を理由に健保を脱退した182名である。医療費は終末期の
高額医療費を除くために1999～2003年度の５年間の診療報酬明細書から医科と調剤を用いて算
出した。
1992～1994年度の３年間の平均体重で求めた を５分位で検討すると，医療費は

が大きいほど高額であった。年齢調整累積死亡率が最も低かったのは 20.9～22.3の群で
あった。2001～2003年度までの10年間の体重変化を５分位で検討すると，体重減少が最も大き
い群で医療費は高額であった。観察開始時の で３群に分けて体重変化と医療費の関係を
みても，体重の大きな減少は高額医療費と関連していた。最も医療費が少ないのは，観察開始
時 が小さい群では約３㎏増加，大きい群では約１㎏低下する群であった。糖尿病では，
観察開始時の肥満度に関係なく体重増加は高額医療費と関連した。高額医療費を示す主な保険
主傷病名は，虚血性心疾患，脳血管疾患，悪性新生物，高血圧などであり，糖尿病では体重増
加にしたがってこれらの疾患頻度は増加傾向にあった。喫煙に関しては，10年間の観察期間中
の新たな禁煙群が最も医療費は大きかったが，この群で多くみられる体重増加は医療費に関係
しなかった。
肥満は10年後の終末期を除く医療費を高額とした。死亡率が低かったのは 21～22の群

であった。10年間の体重の減少は医療費を高額とした。体重低下と高額の医療費は重大な疾患
に罹患したための二次的なものと考えるのが妥当である。禁煙による体重増加は医療費を増加
させなかった。これらから男性では，「中年までの肥満の予防が重要であること」「 22～23
を目標とした体重管理が好ましいこと」「糖尿病では体重の増加は高額の医療費をもたらすこ
と」「意図した体重の管理が重要であること」などが示唆される。今後，意図した体重減少が
長期的な健康に好ましいことを証明する研究が必要である。

肥満，体重変化，定期健診，診療報酬明細書（レセプト），医療費，喫煙

Ⅰ

生活の欧米化と人口の高齢化にしたがって，
動脈硬化性疾患を含む循環器疾患の増加がわが

国において重要となりつつある。また，医療費
の増大はわが国の医療における最大の課題の１
つであり，循環器疾患の医療費は，平成15年度
において，一般診療医療費24兆円中5.3兆円と
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極めて大きな額を占めている1)。これらの対策
として，循環器疾患の促進因子である高血圧
症・高脂血症・糖尿病などの生活習慣病が注目
されている。これらの病態は，肥満を伴うこと
が多く，病因論的にも内臓脂肪の蓄積に伴う脂
肪細胞からのホルモン（アディポカイン）の増
加や減少の重要性が強調されている2)。した
がって，その対策の中心は肥満，特に内臓肥満
の軽減に標的が絞られている3)。
肥満が健康および生命予後に及ぼす悪影響に

ついては多数の報告があり，その「治療ガイド
ライン」も発表されている4)。また，短期間の
体重減少が血圧や代謝指標を改善することも異
論のないことである5)。しかし，肥満がその後
の長期的な健康状態および医療費にどのように
影響するかは必ずしも明らかではなかった。特
に，医療費にはインフルエンザなどの感染性疾
患の流行や外傷など，生活習慣とは因果関係が
直接あるとは考えがたいものまで含まれる。し
かし，数年間という比較的長期間の医療費総額
は，健康状態の１つの指標になりうると考えら
れる。著者らは，職域の定期健康診断の各種指
標が７～８年後の医療費にどのように影響する
かを観察し，肥満度，血圧，脂質代謝異常，血
糖値がごく軽度の異常から医療費を増大させる
だけでなく，その重複は医療費を幾何級数的に
増大させることを報告した6)。また，同様の結
果は政府管掌健康保険の被保険者を対象とした
研究においても報告されている7)。しかし，こ
れらの研究ではその後短期間の間に死亡した対
象も含まれており，終末期の医療費が高額であ
ることを考えると健康指標としては不完全な面
もある。
本研究では，多くの生活習慣病の原因となっ

ていると考えられる肥満に注目し，職域の定期
健康診断における肥満指標がその後の医療費や
生命予後へどのような影響をもつかを観察した。
その際，医療費は死亡の４～６カ月前より終末
期の医療費のため急激に増加し，約12カ月前ま
で影響がみられると報告されていることか
ら8)9)，少なくとも１年間の健在が確認された
対象者の医療費を検討の対象とした。さらに，

経年観察による体重変化と医療費との関係も検
討して，体重変化の健康への意義についても考
察を行った。

Ⅱ

対象は，1992年度に定期健康診断（以下，健
診）を受けた三洋電機連合健康保険組合（以下，
健保）に属する１企業の40歳以上60歳未満の社
員10,686名（男性9,672名，女性1,014名）のう
ち男性で2004年度末にも被保険者本人であった
6,867名（現役3,677名，退職者3,190名，平均
年齢59±5.2歳）および同日までに死亡を事由
に健保を脱退した182名を合わせた計7,049名で
ある。なお，当該健保は「特例退職被保険者制
度」により，条件を満たした場合は満74歳まで
被保険者本人として健保にとどまることができ
る。対象の特徴は，1992年度の健診時の平均年
齢46±5.3歳（平均±標準偏差），身長167±６
㎝，体重64±９㎏，収縮期血圧123±15 ，
拡張期血圧78±11 であった。1992年度
に健診を受診しながら2005年３月末までに退職
などの理由により健康保険組合を脱退した男性
2,623名は今回の検討からは除外した。これら
の脱退者の特徴は1992年度健診時の平均年齢は
47±5.1歳であり，年齢に応じて収縮期・拡張
期血圧，血清総コレステロール，空腹時血糖値
（それぞれ，124±16 ，78±12 ，
201±34㎎／ ，96±21㎎／ ）は今回の解析
対象者よりやや高い値を示した（拡張期血圧以
外は統計学的に有意）。食後８時間以内の採血
例の空腹時血糖値，トリグリセライド値および
データのないものは欠損値として取り扱った。
疾病による死亡時期に近い終末期医療による
と考えられる医療費は死亡の４～６カ月前より
急激に増加する8)9)ことから今回の解析では
2004年度末に健在が確認されている対象者に限
定し，2004年度の医療費は解析から除外して，
終末期医療費を除外したと考えうる医療費を健
康指標として利用した。すなわち，医療費は
2004年度末に被保険者であった対象本人の
1999～2003年度の５年間の歯科を除く医科診療
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５分位
年齢
（歳） （1992～1994年度）

血圧（ )

（㎎／ ）（㎎／ ）（㎎／ ） （㎎／ ） （％） （2001～2003年度）収縮期 拡張期

第１分位

第２分位

第３分位

第４分位

第５分位

注 ５分位の群間値は，20.87，22.29，23.62，25.16。（ ）内は例数。平均±標準偏差で表示。 を除き統計的に群間はすべて有意。
：血清総コレステロール， ：血清トリグリセライド， ：血清 コレステロール， ：空腹時血漿ブドウ糖濃度。
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報酬および調剤・薬剤費の合計を用いた。社内
診療所の診療請求も医療費に含めた。高額医療
費群は上位10％にあたる174万円（年間約35万
円）以上，低額医療費群は下位10％である
34,698円（年間約７千円）未満とした。また，
退職などにより保険から脱退後に再加入したた
め被保険者の期間が連続せず，この空白期間が
1カ月以上であった101例は医療費の検討からは
除外した。検査値および医療費の欠損値のため
に，解析対象者数は必ずしも一致しない場合が
ある。
肥満度は1992～1994年度の３年間の健診時の

身長，体重の平均値から を算出し，５分
位 （群 間 値 は 20.87， 22.29， 23.62，
25.16）で分類して検討した。体重の変化につ
いては，2001～2003年度の健診・人間ドック時
の体重を平均し，1992～1994年度の平均体重と
の差を求めた。この約10年間の体重変化につい
ても５分位（群間値は，－1.65，0.23，1.87，
3.73㎏）で分類して検討した。
解析は健診成績と医療費データの結合後，対

象を同定できる ，生年月日などを削除した
完全匿名化データベースで行った6)。また，健
診成績・健保の個人データについての利用につ
いては，個人情報保護法にしたがって，利用目
的を明確化した「個人情報保護に関する基本方
針」（プライバシーポリシー）を健保組合の
ホームページ10)・定期刊行情報誌に掲載し，十
分な時間（８カ月）が経過し，周知が行われた
と判断されてから今回の検討を開始した。個人

情報の利用について「留保する」との本人から
の意思表示がなされたデータについては基本的
に利用を見送ったが，今回の対象には含まれて
いない。
医療費の分布は，５年間の集計でも非利用者
（医療費０円，130例）と少数の高額利用者が
存在することから，平均値±標準誤差と中央値，
さらに10％上位と10％下位の割合を記載した。
その他は平均±標準偏差で示した。有意差はパ
ラメトリック検定では一元配置分散分析，ノン
パラメトリックは - 検定または
2検定，多重比較は 検定を用いた。
有意水準はｐ＜0.05とした。解析には

を使用した。

Ⅲ

対象者の1992年度から1994年度の平均
５分位別の1992年度健診結果を に示した。
群間の年齢に差はみられなかったが， が
高くなるにつれて，血圧，脂質代謝異常，空腹
時血糖の増加を認めた（ ＜0.001）。
2001～2003年度の は，1992～1994年度に
比較して第５分位を除いて有意の増加を認めた
（ｐ＜0.001）。対象者全体では，この約10年間
に体重は1.0±3.6㎏増加した。観察開始時の
データは，それぞれ３年間の平均値を用いたが，
すべての検討で1992年度の検査結果を用いても
同様の結果であった。

には，1992～1994年度の ５分位別
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注 1) ＊：パラメトリック，§：ノンパラメトリック ｐ＜0.05
第１分位（多重比較），♯：ノンパラメトリック ｐ

＜0.05 第２分位。
2) （ ）内は例数，以下，図８まで同じ。

注 1) ＊：パラメトリック，§：ノンパラメトリック ｐ＜0.05
他群（多重比較）

2) 体重変化は1992～1994年度の平均体重と2001～2003年度の
平均体重の差

注 体重変化の分位の群間値は図２と同様 注 §：ノンパラメトリック ｐ＜0.05 第１分位（多重比較），
♯：ノンパラメトリック ｐ＜0.05 第２分位
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に1999～2003年度の５年間の歯科を除く医科・
調剤医療費を１年間に換算して平均±標準誤差，
中央値，10％上位・10％下位の割合を示した。
粗死亡率は各群3.1，2.1，2.4，2.8，2.4％で
あり，観察開始時の５歳ごとの年齢階級で死亡
率を年齢調整して図に示した。平均医療費は，
1992～1994年度の が20.87未満の第１分
位に比較して，第３分位より有意に増加した
（多重比較）。10％下位の医療費を示す割合は
第１分位で14.2％であり，第２分位では10.5％
と が増加するにつれて有意に減少した。
10％上位の高額医療費を示す割合は第１分位
7.6％に比較して，第４分位より有意に増加し
た。年齢調整死亡率は第２分位に比較して第１

分位では有意に高かった。
1992～1994年度の平均体重から2001～2003年
度の平均体重の変化と医療費との関係を観察す
ると，第１分位（1.65㎏以上の減少，平均変化
－4.0±2.4㎏）では，平均医療費，医療費の中
央値，10％上位の医療費の割合は他の群に比較
して有意に高かった 。2003年度の厚生
労働省による年齢階級別国民医療費を当該の対
象の年齢に合わせて集計した５年間の平均医療
費を100％とした年齢調整医療費指数の平均
値・中央値ともに有意に高い値を示した。年齢
調整医療費指数の平均値が最も低かったのは，
第３分位群（0.23～1.87㎏，平均変化＋1.0±
0.5㎏）であった。また，結果は示さないが，

18― ―



注 1) 観察開始時 の３分位は図３と同じ（群間値 21.9，
24.1）
2) §：ノンパラメトリック ｐ＜0.05 体重変化第１分位
（観察開始時 第３分位における層別解析）

注 腎不全（23)：230±46万円／年，全体の医療費 ｎ＝6,766，
15.4±0.4万円／年，中央値 6.6万円／年
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体重の変化を，1992～1994年度から1996～1998
年度の平均値を用いて算出し，体重変化と
1999～2003年度の医療費を検討しても医療費は
体重減少した群で最も高額であり，第３分位で
最も低額であった。
観察開始時の肥満度によって体重変化の医療

費に及ぼす影響が異なる可能性を検討する目的
で，1992～1994年度の平均 を３分位に分
け，それぞれの群での体重変化と年齢調整医療
費指数を に示した。最も指数が高かったの
は，観察開始時の平均 が24.1以上で体重
が1.65㎏以上減少した群であった。また，観察
開始時の に関係なく体重の大きな減少は
医療費の増加をもたらす傾向を示した。ただし，
最も年齢調整医療費指数が少なかったのは，

21.9未満では，体重が1.87～3.73㎏，平
均値2.8±0.5㎏増加した第４分位， が
24.1以上では，体重が1.65㎏の減少から0.23㎏
増加，平均値0.7±0.5㎏減少する第２分位で
あった。 が21.9～24.1では第３分位（体
重0.23～1.87㎏，平均値1.1±0.5㎏増加）で指
数は最も少ない値を示した。
体重の変化と予後との関係には，意図したも

のであるか否かが関係するとの報告があること
から，最も強力に体重を減少させる治療を含む
介入が行われるであろう「糖尿病」と診断され
た対象者で10年間の体重変化と医療費の関係を
観察した 。「糖尿病」は，健診の判定が

「治療中・要医療」，または問診にて「糖尿病
治療中」，さらに1999～2003年度の診療報酬明
細書の主傷病名調査（年３回，主傷病名は１つ
のみ，計15回，以下，主傷病名調査）に「糖尿
病」がある総計653名とした。「糖尿病」者では，
体重減少者が多く，医療費の検討を行い得た例
でも311例が1.65㎏以上の減少を示す第１分位
に属した。平均医療費，年齢調整医療費指数と
もに，第２分位が最も低い値を示し，体重が
3.73㎏以上増加した第５分位に属する64例の医
療費は体重減少した第１分位に比較して有意に
高かった（多重比較）。10％下位の低額医療費
であった者は少なかったが，10％上位の医療費
を示す割合は，第２分位の16％に比較して，体
重の増加が大きい第５分位では32％と有意に高
い値を示した。
「糖尿病」で観察開始時の の３分位，

体重変化の３分位で９群に分類して検討した
（群間値は全体のもの）。開始時 21.9未満
では，年齢調整医療費指数はその後10年間の体
重が0.4㎏以上減少した群の102±8.0％（平均
±標準誤差）から，わずかに増加した（0.4㎏
の減少～2.6㎏増加）群では124±23.1％，2.6
㎏以上増加した群では119±21.2％と軽度の増
加または不変であった 。開始時
21.9～24.1では，年齢調整医療費指数はその後
10年間の体重が減少した群の107±12.4％から，
わずかに増加した群では126±19.5％，増加し
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注 体重変化の分位の区間値は図２と同様

第54巻第10号「厚生の指標」2007年９月

た群では190±40.2％と増加傾向で
あった。開始時 24.1以上では，
年齢調整医療費指数はその後10年間の
体重が減少した群の136±13.6％から，
わずかに増加した群では142±15.8％，
増加した群では250±50.2％と統計的
にも有意に増加した。
医療費が高額になる原因を解明する

目的で，診療報酬明細書の主傷病名調
査で病名が１度でも取り上げられた主
な疾患別の終末期を除く５年間の平均
医療費・中央値を に示した。最も
高額であったのは腎不全であり，５年
間の平均医療費（23例）は年間230±
46万円（平均値±標準誤差）であった。
虚血性心疾患，脳血管疾患の医療費
（保険主傷病名をもつ被保険者の５年
間の終末期を除く。以下同じ）はそれ
ぞれ年間48.3±3.1万円，年間41.2±
3.1万円と高額であり，これらの疾患
予防の重要性が示された。悪性新生物
の5年間の平均医療費（472例）は年間
36.4±2.4万円であり，虚血性心疾患
より有意に低かった。
「高血圧」「虚血性心疾患」「脳血管
疾患」「悪性新生物」の主傷病名頻度
を，「糖尿病」と非「糖尿病」群に分
けて，10年間の体重変化の５分位別に

に示した。悪性新生物の頻度は体重減少群
で「糖尿病」と非「糖尿病」群ともに多い傾向
があり，体重減少は疾患の結果である可能性が
示唆される。「虚血性心疾患」「脳血管疾患」の
心脳血管疾患は「糖尿病」では体重増加群で頻
度が増加する傾向にあり，「高血圧」も同様の
傾向を示した。
肥満とともに，健康に大きな影響をもつこと

が知られている喫煙行動とその変化を肥満と関
係させて10年後の医療費の検討を行った。この
とき2004年度末までの死亡による健保脱退で確
認された累積粗死亡率は1992年に「喫煙習慣な
し」（ｎ＝2,445），「喫煙中」（ｎ＝3,845）「喫
煙をやめた」（ｎ＝641）でそれぞれ2.21，2.86，

2.34％であり，年齢調整しても喫煙者で有意に
死亡率は高かった（喫煙歴不明者は118名）。
1992年度の健診時と2001～2003年度の最終の定
期健診または人間ドック時の問診から喫煙行動
とその変化を決定した。1992年度および2001～
2003年度ともに喫煙習慣がない場合を「喫煙習
慣なし」，ともにある場合を「現在喫煙」，喫煙
中断者は1992年度に喫煙を過去にやめたと答え
た場合「1992年度までに禁煙」と1992年度に喫
煙者で2001～2003年度に「喫煙習慣なし」また
は「喫煙をやめた」と答えた群「10年間に禁
煙」に分けて解析した。 に示すように，喫
煙習慣に関わらず体重減少群では医療費は高い
傾向を示した。最も年齢調整医療費指数が高
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かったのは，10年間に禁煙し，かつ体重が減少
した群であった。「1992年度までに禁煙」した
群と「喫煙習慣なし」群では明らかな差はみら
れなかった。「10年間に禁煙」群では平均体重
は2.2±4.8㎏と他の群に比べて有意に増加した
が，体重の増加による医療費の増加は認めず，
減少群（第１分位）でむしろ有意に高い値と
なった。

Ⅳ

本研究は，中年男性勤労者における肥満がそ
の後の健康に及ぼす影響を，10年後の５年間の
終末期を除く医療費と死亡率を指標として検討
したものである。1992年度から1994年度の定期
健康診断時の平均体重で求めた が少ない
非肥満者で，約10年後の1999～2003年度の５年
間の医療費は最も少なかった。 で判定し
た肥満の程度が大きい群ほど，５年間の医療費
も高額となった。ただし，死亡による保険喪失
者を検討すると，最も死亡率が低かったのは第
２分位である 20.9～22.3の群であった。
約10年間の体重の変化と医療費の関係を観察す
ると，興味深いことに体重減少が大きい群で医
療費は高額であり，最も少ないのは体重が多少
増加した群であった。さらに，10年間に禁煙し
た者の医療費は高額であったが，禁煙による体
重増加は医療費を増加させなかった。
医療費は，事故や感染症などの予測し難いも

のだけでなく，健康感による受診バイアスなど
によっても影響を受けることから，その決定因
子を解析することは困難な面も多い。この例と
して，喫煙は明らかに健康に悪影響を及ぼし医
療費も高額となるとの報告11)があるが，必ずし
も高額ではないとも報告され，健康に関する関
心の違いが受療行動に影響すると推測されてい
る12)13)。しかし，集団の母数のみでなく評価期
間も十分に大きく取れば，医療費は「健康状
態」の評価指標として利用可能かつ信頼性のあ
るものと考えられる。また，医療費の有効利用
は社会的にも重要な課題であり，その決定因子
の分析だけでなく，医療費から推測できる保

健・医療活動の有用性の検討も可能かつ有益で
ある。
医療費を指標とした健康の評価と身体的状態
との関連の解釈には注意が必要である。受療行
動には上記のように本人の医学知識や健康意識
などのバイアスが存在するとともに，身体的状
態は疾病などによる結果である可能性も考慮す
る必要がある。特に肥満に関しては，国民全体
の体重は近年増加していることが国民健康・栄
養調査からも明らかであること14)，体重の増減
についてはその原因（特に意図したものである
か否か）によって意義が異なること，健康維持
の観点から，「減量の推奨」が知識として一般
に普及していること，重篤な疾患では一般に体
重は低下すること，多くの生活習慣病患者では
治療上でも減量を勧奨されることなどである。
肥満の医療費への影響については，わが国に
おいても国民健康保険の被保険者を対象とした
研究において，医療費は 21～22.9で最も
少なくなり，身体的状態・喫煙・飲酒などを補
正しても 30以上では22％高額であったと
報告されている15)。われわれの職域健康保険の
被保険者における検討でも同様の結果を示し
た6)。ただし，医療費は加齢により著しく増加
すること，また死亡前数カ月の終末期医療費は
極めて大きく，その影響は12カ月程度前まで認
めるとの報告があることから7)8)，今回の検討
ではこれらの終末期医療費を除外する目的で，
１年間以上健在であった対象者の医療費の検討
を行った。この終末期医療費を除いた医療費は
健康指標としてはより適切であると思われる。
約10年後の終末期を除く医療費を指標とした健
康度が肥満の程度が少ないほど良いとの本研究
の結果は，肥満が合併症を増加させることや生
命予後を不良とすることなど過去の多くの報
告16)-19)と矛盾しない。ただし，最も大きな健康
障害である死亡が評価されないという問題点も
ある。事実，今回の検討でも医療費は観察開始
時の低 群で少ないものの，観察中の死亡
はむしろ の最も少ない群で高い値を示し，
強い「やせ」は生命予後に不良であることが示
された。
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体重の変化とその後の長期にわたる健康に関
する研究は少ない。20歳前後から中年にかけて
の大きな体重増加が生命予後や心血管疾患に悪
影響をもたらすとの報告があるが，性による違
いも指摘されている20)。また，保健指導による
体重減少（５～10㎏）が，数年間という中期的
には，糖・脂質代謝や血圧に良い影響を持つこ
とは明らかである5)。しかし，中年期以降の体
重の変化のより長期的な健康への影響について
は異論も多い。体重の変化には，意図したもの
と，疾患などによる二次的な体重の減少，さら
に禁煙にともなう体重増加の影響など，異なる
意義をもつと思われるものが想定されるからで
ある。
代表的な疫学研究である 研究

や 研究さらに日系米国人においても，
体重減少は健康上に好ましくない状態と関連し
ていると報告されている21)-23)が，１年間の極端
な体重の増減は必ずしもその後の死亡とは関係
しないとの報告もある24)。 らは多くの
身体的状況などを勘案すると，一般的には多少
体重の増加する状態が最も死亡率が少ないと結
論している25)。最近の米国からの報告では肥満
者の前年の体重減少が意図的である場合はその
後9年間の生命予後に好ましいが，意図的でな
い場合は好ましくないとされている26)。
本研究では体重の変化は，観察開始時の
や喫煙状態によらず，大きな体重減少は

医療費の増大と関連しているとの結果が得られ
た。本研究では体重の変化が意図的であるか否
かは明らかに出来ないが，わが国の労働安全衛
生法に基づく定期健康診断では，異常所見者へ
の事後指導が努力義務とされており，1980年代
後半より（旧）労働省により推進された「心と
からだの健康づくり（トータル・ヘルスプロ
モーション・プラン： ）」27)でも「適正体
重の維持」が重要とされている。ただし，事後
指導や の客観的効果は必ずしも検証され
ておらず，体重の変化は意図的ではない可能性
が高いことが推測される。また，平成15年国民
健康・栄養調査でも近年 は増加しており，
同一世代に限っても最近の10～20年間に約１㎏

の体重増加を認める14)。したがって，医療費の
最も少ない群は体重が多少増加した場合であっ
たという結果は，国民全体の体重の変化におけ
る相対的な医療費の状態を反映している可能性
も否定できない。
10年間の体重減少と高医療費が関連していた
要因としては，むしろ疾病にともなう二次的な
可能性が大きいと推測される。この根拠として
は，体重減少を伴うことが多い「悪性新生物」
は，体重減少群で主傷病名調査における頻度が
増加していた事実や，他の高額医療費を示す疾
患病名が体重減少群により多く認められたこと
である。逆に，疾患の性質上，治療上で最も減
量が強く指導される「糖尿病」においては体重
の減少は医療費の減少と関連し，観察開始時の
体重の大きい「糖尿病」群では，体重増加の医
療費への影響はさらに大きかった。このことは，
意図的な可能性が高い体重の減少では医療費は
減少するものと考えることができる。糖尿病に
おける体重増加が虚血性心疾患や脳血管疾患と
関連することは，糖尿病の治療を行う上での体
重管理の重要性も示している。 らは，
肥満をともなう糖尿病患者でアンケート調査に
より前年に減量を試みたか否かでその後の死亡
を検討し，減量を意図した患者では死亡率が少
なかったと報告している28)。本研究はさらに終
末期を除く医療費という健康指標で評価すると，
糖尿病での体重増加が好ましくないことを定量
的に示したものとして意義あるものである。
喫煙習慣と健康障害に関しては多くの報告が
ある。本研究では，1992年度に喫煙習慣がある
群では，死亡率が有意に高いとの結果であった。
しかし，「現在喫煙」群の医療費は非喫煙者に
比し高額ではなかった。このことは，健康に関
する関心の違いが受療行動に影響するためと推
測される12)13)。喫煙習慣の中止時期と医療費の
関係も興味深い。「10年間に禁煙」群の医療費
は最も高額であった。これは「禁煙行動」が疾
病による二次的なものであることを示唆してい
る。しかし，禁煙による体重増加が医療費の増
大に結びつかないという結果は，禁煙による健
康上の利益は体重増加による不利益を上回ると
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いう報告29)と考え合わせると「社会的な禁煙運
動」を推進する上でも好ましい成績と解釈でき
る。また，10年以上前（1992年以前）に喫煙を
止めた群での医療費が非喫煙群と差がないとの
結果も禁煙を推進する根拠として有意義と思わ
れる。
本研究から，男性勤労者においては，「中年

までの肥満の予防が重要であること」「 22
～23を目標とした体重管理が好ましいこと」
「糖尿病では体重の増加は高額の医療費をもた
らすこと」「意図した体重の管理が重要である
こと」などが示唆された。また，意図した体重
減少が長期的な健康に好ましいことをより明確
に明らかにする研究が今後必要と思われる。
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